Ⅲ　各種申請チェックリスト

４　土地区画整理事業（個人施行）認可申請


４　土地区画整理事業（個人施行）認可申請チェック表

　　　　　　　　　地区
	１　法定書類の提出、内容チェック

	書  　類（提出根拠）
	チ　ェ　ッ　ク　内　容
	チ　ェ　ッ　ク

	 市町長添書  省令１①
	（建設事務所の経由）
	

	 認可申請書  省令１①
	（法４）
	

	 規準・規約   省令１②
	名称（法５①）
	

	
	施行地区に含まれる地域の名称（法５②）
	

	
	事業の範囲（法５③）
	

	
	事務所の所在地（法５④）
	

	
	費用の分担に関する事項（法５⑤）
	

	
	業務を代表して行う者に関する事項（法５⑥）
	


	
	会議に関する事項（法５⑦）
	

	
	事業年度（法５⑧）
	

	
	公告の方法（法５⑨）
	

	
	その他（法５⑩）
	

	
	
	宅地及び宅地について存する権利の価額の評価方法 （政令１①）
	

	
	
	地積の決定の方法  （政令１②）
	

	
	
	事業実施のために工作物等を設置する場合はその管理､処分に関する事項 （政令１③）
	

	
	
	会計に関する事項（政令１④）
	

	 事業計画書  省令１②
	施行地区（法６、省令５、８）
	

	
	
	施行地区位置図(3万分の1以上､都市計画区域､市街化区域を表示）
	

	
	
	施行地区区域図(2千5百分の1以上､行政区域界､字界､宅地の地番､形状を表示)
	

	
	
	基　準
	・道路､河川､鉄道等位置が変更されないものに接している(ただし､特別事情あれば可)
	

	
	
	
	・都市計画上の公共施設の用に供する土地を避けてはいけない
	

	
	
	
	・工区を分ける場合は界､工区面積に留意
	

	
	設計の概要（法６、省令６、９）
	

	
	
	設計説明書
	

	
	
	
	目的
	

	
	
	
	土地現況
	

	
	
	
	施行後の宅地地積(保留地を除く)の施行前に対する割合
	

	
	
	
	保留地予定地積
	

	
	
	
	公共施設改善方針
	

	
	
	
	事業実施のために工作物等を設置する場合はその概要
	

	
	
	
	住宅先行建設区の面積
	

	
	
	設計図（千２百分の１以上）
	

	
	
	
	公共施設､鉄道､学校､墓地等の位置及び形状を表示(事業によるものと従来のものとに区分)
	

	
	
	
	技術的基準
	近隣住宅(小学校中心･1人30～100㎡･1万人)の想定し､生活利便が促進されるよう配慮
	

	
	
	
	
	幹線道路と幹線道路以外の道路との交差を少なく
	

	
	
	
	
	区画道路  住宅地６ｍ、商（工）業地８ｍ以上

（特別な事情があればそれぞれ４ｍ、６ｍでも可）
	

	
	
	
	
	住宅地の道路が通過交通の中心にならないこと
	

	
	
	
	
	道路の交差、屈曲はすみきりが必要
	

	
	
	
	
	公園面積  １人３㎡、施行地区の３％以上
	

	
	
	
	
	排水施設の整備
	

	
	
	
	・環境に配慮  樹木の保全、表土の保全
	

	
	事業施行期間（法６）
	

	
	資金計画（法６、省令７、１０）
	

	認可申請者の資格を証する書類 　　　　　省令２④１
	施行者確認（法３①）
	

	宅地以外の土地を管理する者の承認を証する書類

省令２④２
	道路、公園を所有する国、市町等の承認があるか（法７）
	

	同意書   　 　省令２④３
	関係権利者の同意（法８①②）
	


	参　　　考　　　図　　　書
	チ　ェ　ッ　ク
	参　　　考　　　図　　　書
	チ　ェ　ッ　ク

	各筆調書
	
	公安委員会協議書
	

	相続関係説明書
	
	国（県）道取付け協議書
	

	農業委員会意見書
	
	現況図・市街化予想図
	

	河川協議書（排水計算書）
	
	土地評価額確認資料（施行前､施行後）
	


	２  市街地とするのに適当でない地域又は土地区画整理事業以外の事業によって市街地とすることが都市計画において定められた区域が施行地区に編入されていないか（法９①）
	チ　ェ　ッ　ク

	
	

	

	３  事業の施行のために必要な経済的基礎、その他必要な能力があること（法９②）
	

	

	４  市街化調整区域が編入されていない（いれば都市計画法34条に該当する開発行為かを確認する必要がある）（法９③）
	

	

	５  農業会議及び土地改良区の意見聴取（法１３６）
	

	

	６  現地確認
	
























































